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1　は　じ　めに
　周知のように，昭和49年の商法改正により株式会社監査制度の大幅な改訂が
行われ，商法監査態勢の強化・充実がはかられたわけであるが，それから5年
も経ない昨年12月25日に法務省民事局参事室から公表された「株式会社の機関
に関する改正試案」（以下，単に「試案」と呼ぶ）において，再び会計監査人制度
と監査役制度を含む監査制度の改正が提起され，これを契機として商法監査制
度の諸問題をめぐる論議が再燃している。これは，特に昭和49年の商法改正後
も続発した「粉飾決算」などの会社経理に関する不祥事件により，現行監査制
度の実効性に疑問が生じ，その見直しが必要になったためであると考えられる。
　さて，この「試案」における監査制度改正の提案は，大別すると，次の2点
に整理することができるように思われる。ひとつは，株主総会の権限に関連し
て，特に会計監査人による監査を受ける会社においては，計算書類は，会計監
査人および監査人の適法意見があるときは，株主総会の承認を要しない（ただ
し，その内容は株主総会に報告することを要する）こととし，これを前提として，
会計監査人の選任権を株主総会に与える（なお，その際，その候補者は監査役の過
半数の合意をもって指命される）ことを提案している点である。
　いまひとつは，監査役制度に関して，その一層の強化・充実をはかるために，
組織的な監査体制の確立，監査役の情報収集能力の強化，ならびに監査役の地
位の保障一独立性の強化などきわめて多面にわたって，具体的な改善措置を
堤示している点である。「試案」は，この2つの面から，監査制度の改訂を提
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案しているのである。
　本稿は，特に監査を実効あらしめるための必須の条件ともいうべき監査人の
独立性の観点から，まず現行監査制度に含まれる問題を分析し，ついで，それ
がこの「試案」においてどのように取り扱われているか一つまり，その問題
がどのように解決され，また未解決のままに残されているか，あるいはそれが
増幅されているか一を明らかにし，それを通して商法監査制度の問題点に接
近しようとするものである。
　なお，そのような考察は，これを会社法の枠内で行うことを特に附言してお
きたい。
　　　　ド皿　現行監査制度の検討
　まず最初に，現行の株式会社監査制度の検討からはじめたい。周知のように，
昭和49年の商法改正による株式会社監査制度の改訂は，次の2点を骨子とする
ものであった。すなわち，
　第1に，資本金1億円以上の株式会社について，監査役監査に従来からの会
計監査の職務権限に加えて，新しく業務監査の職務権限を付与し，それによっ
て監査役監査制度の強化・拡充をはかることである。
　第2に，特に資本金5億円以上の株式会社（ただし，経過措置により，証券取引
法適用会社でない株式会社で資本金10億円未満のものには当分の間適用されない。）’
以下，大会社と呼ぶ一について，その会計監査（つまり営業報告書を除く計算書
類および附属明細書の監査）に新しく公認会計士または監査法人からなる会計監
査人による駐査を強制しド会計監査の充実をはかる。昭和49年に実現した商法
監査制度の改訂は，この2つの措置によって，株式会社監査制度の改革をはか
り，もって昭和30年代の末から続発しte「粉飾決算」を根絶し，株主，債権者
その他の利害関係人の利益擁護を推進しようとしたのである。
　これら2つの措置のうち，特に後者の会計監査人監査制度は，商法監査制度
と証取法監査制度という2つの形態の監査制度のいわゆる「実質的一元化」を
はかるという趣旨ないし目的に対応して創設されたものであるが，それによっ
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て（1）商法監査上，公認会計士（または監査法人），すなわち独立した第三者であ
り，かつ職業的専門家による会計監査が，特に利害関係人が多く，’経理内容の
複雑な大会社に対して，監査役監査と並んでではあるが，はじめて導入された
こと，しかも，②その会計監査人監査が株主総会で承認を受ける計算書類の監
査として，つまりいわゆる事前監査として採用されたこどは，商法監査制度上
きわめて画期的なことであり，その大幅な改正に役立つものであると期待され
たのであるω。
　筆老も，これらの点に一定の評価を与えることにはやぶさかではない。しか
し，その半面で，そのような改訂が会計監査人監査の適用会社，つまり大会社
の会計監査の構造を重複ならしめ一会計監査人監査と監査役監査との並存
一，この両監査の関係について複雑な（ないしは困難な）問題を投げかけるに
至ったことも，また認めなければならないであろう。
　この点については，後に言及することにし，ここでは，49年の商法監査制度
改訂の2つの主要な柱を形成し，したがって現行商法における株式会社監査制
度の主要な内容をなす監査役監査制度と会計監査人監査制度を取り上げ，それ
ぞれについて，上述のように監査人の独立性の観点から若干の検討を試みたい。
　　1．　監査役監査制度の問題点
　　　　1．　監査役の職務権限
　現行商法は，監査役は取締役の職務の執行を監査するものと規定（商法274条）
し，監査役に取締役の業務執行全般についての監査の権限，つまり広義の業務
監査権を与えている。したがつて，現行法のもとでは，監査役は，旧法におけ
る会計監査の権限に加えて，会計以外の業務に関する監査（狭義の業務監査）の
権限を有することになる（ただし，資本金1億円未満の株式会社においては，監査役
は・旧法の場合と同様に，会計監査の権限しか有さない）。
　これは，監査役の地位と権限を強化することによって，従来からしぼしぽ監
査役監査の無機能化をもたらす主要な原因として指摘されてきた監査役の取締
役に対する従属性を解消し，監査役監査の強化・実効性をあげることを意図し
　30　明大商学論叢　　　　　　　　　　　　　　　　　　（220）
たものであるといわれる（2）。
　しかしながら，この監査役の業務監査権は，支配的な見解によると，もっぱ
ら取締役の職務執行が法令や定款に違反していないか否かの監査，すなわちい
わゆる適法性監査に限定され，取締役会の業務執行に関する決議およびその執
行行為が妥当ないしは合目的的であるか否かの監査，すなわち妥当性監査な
いしは合目的性監査には及ぼないものと解される。その理由は，次のように説明
される。第1に，法文上，監査役が監査の結果を株主総会に報告すべき場合
（商法275条），および取締役の行為を差止めることのできる場合（商法275条ノ2）
は，いずれも特に取締役に法令および定款に違反する行為があるときに限定さ
れていること，そして，第2に，監査報告書の記載事項に関して，妥当性監査
に関する事項が規定されていない（商法281条ノ3②）ことのためである（3）。
　もっとも，前出の商法第275条では，法令および定款違反の場合のほか，著
しく不当な事項についても，監査役は株主総会に意見を報告することを要求さ
れているので，妥当性の監査が要求されているように解されないでもないが，
取締役は会社に対して忠実業務を負い（商法254条ノ2），かつ著しく不当な行為
のあるときは，この忠実業務に反する場合として法令に反することとなるため，
これを監査することも適法性監査の範囲に属すると説明される。かくして，監
査役に与えられた業務監査権は上述した意味での適法性監査の枠内に限定され，
一方，妥当性監査は取締役会がこれを行うものと解釈されるのであるω。
　このような監査役監査の性格づけは，比較法的な見地からみると，同じく監
査役監査を規定する西ドイツ株式法において，監査役（Aufsichtsrat）の業務監
査権が合目的性監査および経済性監査にも及ぶと解されるのに比べきわめて対
照的であるといわなければならない⑤。
　ところで，現行商法は，このような業務監査の職務を執行するために，監査
役に次のような具体的な権限を与えている⑥。
　（1）報告徴収権および調査権
　①取締役に対する営業報告徴収権および会社の業務・財産状況調査権（商
　　法274条ノ　2項）
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　旧法では，監査役の職務は会計監査に限られることを前提として，監査役は，
会計の帳簿および書類の閲覧もしくは謄写をし，または取締役に対し会計に関
する報告を求め，かつその職務を行うため特に必要があるときは，会社の業務
および財産の状況を調査することができる（旧商法274条）にすぎなかったが，
現行法では，業務監査権が付与されたのに伴い，監査役は，何時でも，取締役
に対し営業の報告を求め，または会社の業務および財産の状況を調査すること
が認められ，監査役の職務の拡大に対応し，広く業務監査を行うために必要な
一般的な営業報告徴収権および業務・財産調査権が付与されたといわれる。
　②　子会社に対する営業報告徴収および業務・財産状況調査権（商法274条ノ
　　3）
　近年，会社が子会社を利用して「粉飾決算」等の経理不正を企てるというよ
うな事例がしぽしぼ見受けられたが，現行法は，そのような事態に対処して，
監査の実効をあげるために，新たに親会社の監査役に子会社に対する営業報告
徴収権および業務・財産状況調査権を与えている。
　③取締役の報告業務（商法274条ノ2）
　現行法では，取締役は，会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見
したときは，直に監査役にこれを報告することを要求される。これ自体は監査
役の職務権限を構成するものではないが，監査役の業務監査を容易にしかつ有
効に行わしめるという効果を有する。これも現行法で新設されたものである。
　（2）取締役会への出席・意見陳述権（商法260条ノ3）
　現行法は，監査役に取締役会に出席して意見を述べる権限を認めているが，
これは，特に取締役会において違法または著しく不当な決議がなされることを
事前に防止する機会を監査役に与えることが会社の業務執行の適正を期するた
めに必要であるという趣旨から，与えられたものである。
　（3）取締役の違法行為差止請求権（商法275条ノ2）
　現行法によると，取締役が会社の目的の範囲外の行為，その他法令または定
款に違反する行為をなし，これにより会社に著しい損害を生ずるおそれがある
場合には，監査役は取締役に対しその行為を止めるべきことを請求する権限を
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有する。この権限は，特に取締役の違法行為により会社が著しい損害を蒙むる
おそれがあるときには，これを事前に防止する手段を監査役に与えることが，
会社の業務執行の適正を期するために必要であるという趣旨から，現行法で新
しく認められたものである。なお，この違法行為差止請求権は株主に対しても
与えられている（商法270条）。
　（4）監査の選任・解任に関する意見陳述権（商法275条ノ3）
　現行法は，監査役に，株主総会における監査役の選任または解任について意
見を述ぺる権限を与えている。この権限は，株主総会における監査役に関する
不適当な選任議案や，不当な解任議案について現任監査役の意見を述べさせる
ことによって，監査役の地位の安定と強化をはかる趣旨から，新設されたもの
である。
　（5）取締役・会社間の訴訟の代表（商法275条ノ4）
　現行法によると，会社と取締役との間の訴訟については，監査役が会社を代
表する。旧法では，この種の訴訟については，原則として，取締役会の定める
者が会社を代表すると規定されていたが，現行法では，監査役に業務監査権が
与えられたこと，および，監査役の地位の独立性が保証されていることなどの
ために，監査役に会社を代表させるのが適当であるとして，本規定を新設した
のである。
　⑥　会社法上の各種の訴および申立の提起権
　現行法によると，監査役は，株主総会決議取消の訴（商法247条1項），新株発
行無効の訴（280条ノ15，2項），資本減少無効の訴（380条2項），合併無効の訴
（415条）および会社設立無効の訴（428条）などの提起権，あるいは整理の開始
や特別清算の開始（431条1項）などの申立権を有するが，．これらの権限は，監
査役に業務監査権が付与されたのに伴い，新しく認められたものである。
　　　　2．　監査役の独立性　　　　　，
　以上のように，現行法において監査役に与えられた諸種の職務権限は，業務
監査権の付与に対応して，旧法に比べかなり大幅に改善されたことは事実であ
る。しかしながら，監査役の職務が業務監査を含むまでに拡大され，，かつその
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執行のために必要な権限が拡大・強化されたとしても，それだけではまだ十分
ではない。監査役監査がその所期の目的ないし使命をよく達成しうるためには，
その前提として，監査役が厳正中立の立場を堅持して，何人にも拘束されるこ
となく，監査業務を行い，その結果導き出された監査意見を公正に表明しうる
ための基盤となる制度的な保障が確保されていなけれぽならない。すなわち，
監査主体たる監査役の独立性を確保またはそれを補強するための制度的な措置
が整備されていなければならない。
　この観点から，現行法における監査役制度を吟味してみると，旧法に比べ多
少改善の跡はみられるとしても，いぜんとして不十分，不満足であるといわざ
るをえないのである。
　監査役の独立性に関して，特に，監査役の資格要件が問題になる。現行法は，
これについて，「監査役は会社又は子会社の取締役又は支配人其の他の使用人
を兼ねることを得ず」（商法276条）として，わずかに監査役の兼任禁止を規定し
ているだけである。なるほど，現行法は，上述のように，親会社の監査役に子
会社に対する報告徴収権・調査権を与えた結果として，特に子会社の取締役，
支配人その他の使用人について，これらの者は，親会社の支配下にあるから，
監査役の独立性を確保するためには，監査役となりえない旨を新しく法定して
いるという点では，旧法よりも改善されている。
　しかし，それをこえて，会社ないしは取締役に対する身分的かつ経済的独立
性については法文上，いぜんとしてそれを保障するための措置が何ら講じられ
ていない実状である。これでは，通常，取締役会の指名をえた候補者が株主総
会において監査役に選任されるという監査役選任の実態を考慮に入れるとき，
監査役の取締役に対する従属性は助長され，監査役監査の実効性は現行法のも
とでも必ずしも十分に期待しえないようなしくみになっているといわざるをえ
ないであろう。
　この点に着目して，三沢一教授は，現行の監査役制度を次のように批判され
ている。
　「監査役が取締役の職務の執行を監査する任務を与えられ，この任務を遂行
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するために必要な職務権限を有し，またその身分を保証する措置が採られてい
ても，取締役の職務の執行を監査するのにふさわしい資格要件を備えた者が監
査役に選任されるのでなけれぽ，取締役の職務を公正に監査することはできな
い。それは，一般的にいって監査役の監査能力について問題があるというより
も，監査役の独立性の確保について問題があるからである」。「ところが，監査
役の場合，商法は当該会社または子会社の取締役等を兼ねることを禁じている
だけで（第276条），監査役の資格要件についても，取締役との特別な利害関係
ないし取締役との間の身分的経済的独立性についても全く規定を設けていない
のである。これはいかなる理由によるものかはなはだ理解に苦しむところであ
る」。「かくして監査役監査における制度的な最大の問題点は，監査役の独立性
の確保の問題，厳密にいえぽ，会社または取締役との関係において公正不偏な
立場にない老ないし身分的関済的独立性に欠ける者を監査役の適格者から排除
する問題であると考えられる⑦」と。
　かくして，監査役の職務権限の拡充と監査役の独立性の確保ないし強化とは
本来，「車の両輪」のような関係にあるべきものである⑧が，現行の監査役制
度のもとでは，拡充された職務権限に必ずしも独立性の確保ないし強化の措置
が対応していないといわざるをえないのである。
　　2．　会計監査人監査制度の問題点
　　　　1．会計監査人の職務権限
　さきに述べたように，商法監査特例法は，大会社の会計監査に，従来からの
監査役監査に加えて，公認会計士（または監査法人）監査を導入し，新しく会計
監査人監査を制度化した。この会計監査人監査制度は，（1）監査人として特に企
業外部の独立した第三者にしてかつ職業的専門家たる公認会計士（または監査法
人）を起用し，しかも②その者に株主総会に提出される計算書類（および附属明
細書）の監査，つまり事前監査を担当させて，株主総会における計算書類の承
認審議に，独立した職業的専門家の監査意見が反映されるように構想されたも
のであり，そうした意味で，大会社の会計監査制度の大幅な改正をになうもの
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であると期待されたのである。
　しかしながら，このような意義を有する会計監査人による会計監査も，支配
的な解釈によると，その範囲を「適法性監査」に限定されるものと解されるの
である。それは，会計監査人監査の性格を最も端的に示すと考えられる，監査
報告書の法定記載事項（監査特例法13条2項），とりわけその核心をなす意見表
明の焦点が計算書類が法令および定款に適合しているか否かに置かれていると
いう根拠によるのである〔9）。なお，この意味での会計監査人の監査範囲は，西
ドイツ株式法上の決算監査人（AbschluBprttfer）のそれに相当するものとみるこ
とができる⑩。
　しかし，このような会計監査人監査の範囲の限定ないしは性格づけは，本来，
公認会計士監査がになう「適正性監査」という積極的な役割を法規定の枠内に
封じ込めるものといわなけれぽならないであろう。その意味で，やはりここに
会計監査人監査制度の1つの重要な問題点が存すると考えられる。
　ところで，監査特例法は，会計監査人が上述のような意味での会計監査の職
務を執行するための具体的な権限として，次の諸種のものを認めている⑪。
　（1）会計帳簿等の閲覧謄写権・会計報告徴収権（監査特例法7条1項）
　会計監査人は，何時でも，会計帳簿および書類の閲覧もしくは謄写をし，ま
たは取締役に対して会計に関する報告をもとめる権限を有する。なお，これら
の職務権限は，旧商法第274条第1項により会計監査の職務のみを行う監査役
に与えられた権限と同じものである。
　（2）業務・財産状況の調査権（監査特例法7条2項）
　会計監査人は，その職務を行うために必要があるときは，会社の業務および
財産の状況を調査することができる。この職務権限も，旧商法第274条第1項
により監査役に認められた権限と同じ趣旨のものである。
　（3）子会社に対する会計報告徴収権（監査特例法7条3項）および業務・財産
　　状況調査権（同4条）
　会計監査人は，その職務を行うために必要があるときは，・被監査会社の子会
社に対して会計に関する報告をもとめることができる。また，会計監査人は，
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報告をもとめたが，子会社が遅滞なく報告しないとき，またはその報告の真否
を確かめるために必要があるときは，報告をもとめた事項に関して，子会社の
業務および財産の状況を調査することができる。これらの権限は，上述した監
査役の子会社に対する報告徴収権および業務・財産状況調査権に相当するもの
であるが，会計監査人の職務は会計監査のみであるから，この場合の報告徴収
権および調査権も会計監査を行うために必要な範囲内に限られることになるわ
けである。
　（4）定時総会への出席・意見陳述権（監査特例法18条1項）
　営業報告書を除く計算書類およびその附属明細書が法令または定款に適合す
るかどうかについて，会計監査人が監査役と意見を異にするときは，会計監査
人（これが監査法人であるときは，その職務を行うべき社員）は，定時株主総会に出
席して意見を述べることができる。これは，監査報告に関して両監査人の意見
が異なる場合には，特に定時株主総会における計算書類承認の審議に会計監査
人の意見を直接反映させることが適当であるという趣旨から認められたもので
ある。
　上述のような会計監査人の職務権限は，それを旧商法が（会計監査のみを行う）
監査役に与えていた職務権限に比べると，特に（3）子会社に対する会計報告徴収
権および業務・財産状況調査権，ならびに④定時総会への出席・意見陳述権を
含むという点で，それよりも広範囲にわたっている。また，これらの会計監査
人の職務権限には，昭和49年の制度改正の起点をなした昭和43年の「株式会社
監査制度改正に関する民事局参事官室試案」に示された職務権限のすべてが網
羅されている。　　　・
　なお，これは，西・ドイツ株式法における決算監査人の職務権限一その中に
は，（1）帳簿・書類および財産の監査権（Recht　zur　Prttfung　der　Bucher　und　Sch・
riften　sowie　der　Verm6gensgegensttinde）（165条1項），（2）情報請求権（Auskunftsrecht）
（同2項），（3）前記（1）および（2）の権限は年度決算書作成前にも及ぶこと（同3項），
ならびにコンツェル》イ企業，’従属企業および支配企業に対する情報請求権
（Auskunftsrechi．geg6nttber　Kcmzernunternehrnen，　abhangigen　und　herrschenden　Unter
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nehmen）（同4項）などが含まれるam－・一一一Lと比較すると，西ドイツ株式法の場合
には特にコンツェルソ企業・支配企業への情報請求権が認められていることを
除いて，ほぼ同じ内容をもつものとみられる。’
　　　　2．　会計監査人の独立性
　（1）会計監査人の欠格事由
　次に，以上のような会計監査人の職務権限に対して，会計監査人の独立性の
確保のために現行法上どのような措置が講じられているか，またそこにはどの
ような問題点が含まれているかを検討したい。
　監査特例法によると，会計監査人の資格要件に関して，会計監査人は公認会
計士（外国公認会計士も含む）または監査法人でなければならない（4条1項）が，
下記の者は会計監査人となることができないとして，その欠格事由が明定され
ている（同2項）。
　①　被監査会社またはその親会社もしくは子会社の取締役，監査役または使
　　用人
　②業務停止の処分を受け，そあ停止の期間を経過しない者
　③　監査法人でその社員のうちに前記の①または②に掲げるものがあるもの
　これらのうち，①の事由は，会計監査人の独立性を保持し，監査の公正を期
するうえで，会社と特別な関係があり，監査の公正について疑われるおそれが
ある者を排除する趣旨から要求されるものであり，監査論でいういわゆる身分
的独立性（ただし，その一部にすぎない）に相当するものである。なお，これは，
上述した監査役の兼任禁止規定に比べて，特に親会社の取締役なども欠格とさ
れること，また監査役も欠格とされることの2点において，より広くなってい
る。
　②は，現在公認会計士法により業務停止処分を受けている者に会計監査人の
職務を行わせるのは適当でないという趣旨から設けられたものであり，当然の
欠格事由である。
　③は，監査法人の社員のうちに前記の①また②の事由に該当する社員がいる
ときは，監査法人それ自体についても，独立性または公正性が疑われるおそれ
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があるために，そのような疑惑が生ずる余地を排除しようという趣旨から要求
されたものである⑬。
　なお，以上のような会計監査人に要求される資格を有しない者，または会計
監査人としての資格は有するが，欠格事由に該当する者が会計監査人としての
監査を行い，これにもとついて株式総会で計算書類を承認した場合には，総会
決議の無効原因になると解されるae。
　さらに，会計監査人は，公認会計士または監査法人であることを要するから，
公認会計士法に定める業務制限の規定（24条および34条の11）の適用を受けるこ
とになるが，この規定は，改正商法の趣旨にそって，旧法よりも，公認会計士
または監査法人が監査証明業務を行ってはならない場合を拡大している。ただ
し，この規定は，業務制限を規制するものにすぎないから，これに反する者で
も，監査特例法に定める上述のような欠格事由に該当しない限り，会計監査人
になることができるし，またその会計監査人の行った監査の効力も有効である。
ただ，その場合には，公認会計士法により，当該公認会計士または監査法人の
懲戒処分が問題となるにすぎないと解されるas。
　西ドイツ株式法も，決算監査人の資格要件として，経営監査士（Wirtschafts－
prUfer）（わが国の公認会計士に相当する）または経営監査会社（Wirtschaftsprttfungs・
gesellschaften）（同じく監査法人に相当する）であること（164条1項），および被監
査会社に対して独立性（身分的・経済的独立性）を有することを要求している（同
2項・3項）。後者の独立性については，特に経営監査士と経営監査会社とに分
け，それぞれについて次のように欠格事由を規定しているam。
　（1）経営監査士は，次の場合には決算監査人になることができない（164条2
　　項）
　①被監査会社の取締役，監査役または使用人，もしくはその選任直前の3
　　年間にこれらの地位にあった者（1号）
②法人，人的会社または個人企業が被監査会社と結合関係にある場合，そ
　　の法人の法定代理人または監査後，人的会社の社員，もしくは企業の所有
　　者であるもの（2号）
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　③　被監査会社と結合関係にある企業の使用人である者（3号）
　（2）経営監査会社は，次の場合には，決算監査人になることができない（164
　　条3項）。
　①経営監査会社またはその結合企業が被監査会社と結合関係にあるとき
　　（1号）
　②　法人たる経営監査会社においては，その法定代理人，他の経営監査会社
　　においては，その社員の1人が前記第2項の各号に該当することにより決
　　算監査人になることができないとき（2号）
　③　経営監査会社の監査役が前記第2項第1号に該当することにより決算監
　　査人となることができないとき（3号）
　なお，この規定にいう結合企業（verbundene　Unternehmen）とeま，株式会社第
15条により，「その相互関係において多数参加を受ける企業および多数参加を
する企業，従属企業および支配企業，コンツェルン企業，相互資本参加企業，
または企業契約の当事者」であると定義されるan。
　このように，西ドイツ株式法の規定する決算監査人の欠格事由は，特にそれ
自体きわめて広範にわたる企業間の結合関係を包含する結合企業一それは，
おが商法における親子会社よりも相当広い概念である一との関係を問題にし
ており，その点では，わが監査特例法に定められた欠格事由よりも厳格である
点が注目される。
　（2）会計監査人の選任および解任
　監査特例法によると，会計監査人の選任または解任は，監査役の過半数の同
意をえて，取締役会が決定するとされている（同法3条1項・6条1項）。そして，
いずれの場合にも，取締役は，選任の事実を株主総会に報告することを要求さ
れる（3条2項・6条2項）。
　このように，監査特例法が会計監査人の任免権を取締役会に与えたのは，こ
れが特に重要な会社の業務執行に属するものとみなされたためであると解され
る。また，その任免の際に監査役の過半数の同意を要するものとしたのは，取
締役会に対する会計監査人の独立性を確保すること，および監査役と会計監査
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人の会計監査に関する職務上の関連性を考慮して；会計監査人の人事に監査役
の意向を十分に反映させる必要があることなどのためであると説明されるael。
確かに，このような理由づけはそれなりに理解することができる。
　しかし，上述のよらな措置は，基本的には，監査を受ける計算書類の作成老
たる取締役ないし取締役会が監査主体となる会計監査人を自ら任免するという
ような事態をもたらし，監査本来のあり方からみると，決して正しい姿ではな
いといわなけれぽならない。さらに，会計監査人の任免の際に，監査役の同意
を要するということも，さきに指摘したように，監査役の取締役ないし取締役
会からの独立性が現行制度のうえでも必ずしも保障されていない点に着目する
と，有名無実であり，それによって会計監査人の取締役会に対する独立性を確
保するという期待も，結局は「絵に書いたもち」にすぎないのではないかと考
えざるをえないのである⑲。
　かくして，現行商法監査制度は，会計監査人の独立性について，欠格事由な
どについては一定の措置を講じながらも，その任免については，重大な限界な
いしは問題点を含んでいるものと批判されるのである。監査役監査のみならず，
会計監査人監査も，直接的には出資老たる株主の利益を代弁し，その擁護を目
的とするものであることを想起し，かつまた現行制度の基本的枠組を前提とす
る限り，やはりその任免権は株主総会に与えのが筋であろう。
　事実，イギリス会社法（159条），西ドイツ株式法（163条），フラソス商事会社
法（223条・227条）など主要諸国の関係立法も，会計監査人（または決算監i査人）
の任免権を株主総会に与えている。
　また，これらの諸国の立法をみると，会計監査人の任免に関して，取締役な
いし取締役会による一方的な任免を制限するために，一定の保護措置が講じら
れている点が注目される。例えぽ，①監査人の選任について，西ドイツ株式法
（163条2項）やフランス商事会社法（225条）は，一定の少数株主（西ドイツ株式
法頗本の抽上もしくは緬纐…万マルクの株式を所献る蛇・ランス商事会
社法讃本の抱上蜥有する株主）に・株主総会による会計監査人1または決算監
査人）の選任に異議を申立てる権限（西ドィッ法），あるいはそれを忌避し，そ
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れに代る老の指名を請求する権限（フランス法）を与えている。また，②監査人
の解任ないし選任の取消などについて，フラソス商事会社法は，会計監査人に
過失または故障ある場合に限り，株主総会はその監査人を解任することができ
るとしており（227条），イギリス会社法も，退任する監査人は，原則として，株
主総会における決議の承認なしに再任されるものとし（159条2項），他方解任の
決議のためには，特別通知を要求し（160条1項），また監査人に弁明の機会を与
えている（同2項）。さらに，西ドイツ株式法も，すでに選任された決算監査人の
取消の濫用を防止し，その保護をはかるために，取消に先立ち当該監査人に株主
総会において意見を述べる機会が与えられなけれぽならないとし　（163条5項1
文），また解任された決算監査人は，それまでに行った監査の結果を取締役会に
対し報告しなけれぽならないと規定している（同項5文・6文）⑳。
　これらの法的措置によって，取締役による会計監査人（または決算監査人）の
不当な選任または解任をある程度までチェックし，その保護ないしは独立性の
強化が促進されるものと考えられる。
　　　　3．　大会社における会計監査の二重構造とその問題点
　すでに指摘したように，大会栓の会計監査に，従来からの監査役監査に加え
て，会計監査人監査を導入した結果として，その会計監査は二重構造をもつに
至る。特に大会社に関してこの両監査を設置している現行法の趣旨からすると，
両者は本来，別個のものであり，それぞれ独自の立場から監査を行うことが要
求されると解される。しかし，両監査は通常，同一の監査対象について同一の
方法で行われ，しかもともに適法性監査に限定されると解されるから，その範
囲ないし内容において重複することになる。そこで，監査の合理的ないしは効
果的な遂行のためには，両監査をどのように関係づけ，かつ調整するかという
問題が生じざるをえない。
　この点について，監査特例法の関係規定をみると，次のようになっている。
すなわち，会計監査人は取締役から計算書類を受領した日から4週聞以内に，
監査報告書を作成して監査役（および取締役）に提出しなけれぽならない（13条
1項）。監査役は。この監査報告書につき，会計監査人に対して説明をもとめる
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ことができる（同2項）。そして，監査役は，それを相当と認めたときは，その
記載事項に関し，自己の監査報告書に重複して記載することを要せず，ただ会
計監査人の監査の方法と結果を相当でないと認めたときに限り，その旨と理由
ならびに自ら行った監査方法の概要または結果を記載することが要求されるこ
とになる（14条2項1号）。
　これら一連の規定は，通説的見解によると，監査役は独自の立場から監査を
行うべきであるといっても，必ずしも彼自ら会計監査人と同じ監査を行うこと
を要求するものではなく，会計監査人の監査結果を利用して，自らの監査を行
うことを認めたものであると解される。すなわち，監査役監査は会計監査人監
査に依存する関係にあるものととらえられる。それは，監査特例法が職業専門
家としての会計監査人が行う会計監査を重視し，監査役がそれと無関係に重複
監査を行うということは，監査の能率の点からいっても好ましくないと考慮し
たためであると説明されるeD。したがって，監査役が会計監査人の監査の結果
を信用して，自らの監査報告を行ったときは，特にその方法と結果を信頼する
ことが相当でないと疑われる事情がある場合を除き，監査役には任務違反の責
任を生じないと解されるpm。かくして，大会社の会計監査に関しては，監査特
例法は会計監査人監査を監査役監査に実質的に優先させる立場をとっていると
考えられるのである㈱。
　ところで，上記のような監査特例法の規定（14条2項1号）によると，特に監
査役が会計監査人の監査の方法または結果を相当でないと認めたときには，監
査人は，その旨と理由ならびに自ら行った監査方法の概要または結果を自己の
監査報告書に記載しなければならない。その結果，この場合には，2個の異な
る監査意見が存在することになり，株主総会において最終的にこの2個の監査
意見のいずれが正当であるかが判断されることになる。その際，会計監査人は，
株主総会に出席して意見を述べることが認められる。
　しかし，現実の問題として，このように2つの異なった監査意見が提出され
ると，株主総会は混乱状態に陥らざるをえない。そこで，支配的な見解による
と，事前に会計監査人と監査役および取締役の間で意見の調整が行われ，その
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調整された監査意見が付された計算書類が株主総会に提出されることが望まし
い，と説かれるわけである⑳。
　このような意見調整の場において，会計監査人が自己の見解を主張し，それ
を貫き通すことができるためには，その前提として，その独立性一取締役お
よび監査役に対する独立性一が十分に保障されていることが必要不可欠であ
る。しかし，さきの分析から明らかなように，現行法における会計監査人の独
立性の保障は，特に会計監査人の任免権の取扱い，および監査役の取締役に対
する独立性の欠如などを考慮すると，きわめて不十分であるといわざるをえな
いであろう。したがって，会計監査人が上述のような意見調整の場において，
自己の立場を十分に主張しえるような最低限の制度的保障さえ十分に整備され
ているとはいいがたいのである。さらに，この点に関連して，上述のような現
行の監査特例法の該当規定においては，監査役の会計監査人の監査報告に対す
る説明請求権は認められているが，会計監査人の監査役に対する情報説明権は
全く保障されていないなど，両者の関係は必ずしも対等なものとはなっていな
い点が指摘されるOP。加えて，会社の機関としての監査役は，会計を含め会社
の内部事情に精通し，会計監査人に一定の情報を提供しうる立場にあるが，現
行規定ではこの点も顧慮されていないのである。
　これらの点を勘案すると，大会社における会計監査の二重構造は，はたして法
の意図するように，会計監査人監査の優先権を十分に保障しうるものであるか，
はなはだ疑問に感じざるをえないのである。われわれは，ここに，大会社にお
ける会計監査の二重構造に含まれる問題点を見出すことができるであろう（注）。
　（注）西ドイツ株式法上にも，会計監査は監査役監査と決算監査人監査の二重構造にな
　っている。ここでは，両監査はどのように関係づけられ，どのように調整されるかを
　考察しよう。わが国の監査特例法における監査役監査と会計監査人監査の関係ないし
　は調整のあり方を考える場合に，参考になるであろう。
　　さて，西ドイツ株式法によると，取締役会は，事業年度終了後3ヵ月以内に年度決
　算書（貸借対照表と損益計算書）および営業報告書を作成し，決算監査人に提出する
　（148条）。決算監査人はこれらを監査し，その結果を監査報告書にまとめ，さらに年
　度決算書に確認の付記（Bestatingsvermerk）（「私（われわれ）の義務にしたがった監
　査によれば，簿記，年度決算書および営業報告書は法律および定款に適合している」
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旨の文言）を記載して（拒絶されたものでない限り）取締役会に提示する　（166条・
167条）。そして，取締役会は，監査報告書の到達後遅滞なく，年度決算書，営業報告
書を監査役会に提出する（170条1項）。同時に，取締役会は，貸借対照表利益の処分
案をも監査役会に提出する（同2項）。監査役会は，これらの書類を監査し，その結
果を監査報告書にまとめて株主総会に報告するととになる（171条1項・2項）。そこ
で，決算監査人監査（Abschluβprafung）と監査役監査（Prafung　durch　den　Auf・
sichtsrat）とはいかなる関係にあるかという問題が生ずる。以下，アドラー・デュー
リング・シュマルッの『注釈書』における見解をながめたい⑳。
　（1）監査の範囲一適法性監査と合目的性監査i
　この問題に関して，決算監査人よる監査（決算監査）を再監査　（nochmalige　Prti・
chung）することが監査役監査の任務であるという見解があるが，アドラー・デュー
リング・シュマルツは，これを容認しない。決算監査の対象と範囲は，株式法第162
条第2項により，年度決算書に関する法律および定款の規定が遵守されているか否か
に限定される，つまり適法性監査に限定されるが，これに相当する規定は，監査役監
査には欠けている。
　そのため，監査役の監査権は，決算監査人のそれよりも広いということになる。監
査役による年度決算書の再監査は，取締役の業務執行を監督する（111条1項）とい
う自己の任務設定に対応して，決算監査の場合のように，その合法性のみならず，合
目的性および経済性の吟味にも及ぶ。したがって，監査役は，なかんずく，取締役会
の貸借対照表政策をも再監査し，会社の利害のためにそれを否認するという権限をも
ち，かつ義務を負う。例えば，取締役会による評価および貸借対照表選択権の行使が
取締役会による貸借対照表の作成に関して許容しうるように行われるとしても，会社，
株主または従業員の利益擁護のために必要な場合には，決算監査人は異議を述べるこ
とはでぎないが，監査役はそれに対して異議を述べることができる⑳。
　（2）適法性監査と監査役監査
　しかし，この点を別にすると，監査役も，決算監査人と同様に，年度決算書が法律
および定款に適合しているか否かを監査しなけれぽならない。その限りで，監査役の
監査義務は決算監査人のそれと重複する。この点において，特に両監査の関係が問題
になる。
　アドラー・デューリング・シュマルツによると，監査役は，決算監査人と同じ正規
の決算監査を行う義務をもたない。それは，監査役監査の任務を規定した171条1項1
文の条文からも明らかである。ここでは，決算監査人監査の範囲に関する規定（162
条1項）と対照的に，簿記の監査については述べられていない。ある論者（シュレゲ
ルベルガー・クヴァソブスキー）のように，原則として試査による簿記および在庫目
録（Bestandsverzeichnisse）の監査を監査役に要求するのは行き過ぎである。監査役
は，その業務執行的再監査の際に，または抗告（Beschwerden）によって，会社の計
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算制度が完全ではないという確認をした場合には，自ら，または委任した専門家を通
して詳細な再監査を行わなければならない。そうしないと，彼は損害賠償義務を負う
ことになる。監査役は，自己の監査権限の行使のために，会社の帳簿および書類を吟
味し，財産を調査することができる（111条2項）。この規定は，決算監査人に関する
第165条の規定に相当し，再監査の必要性について具体的な指示を与えていない。
　アドラー・デューリング・シュマルツによると，監査役による年度決算書の監査はp
営業報告書および決算監査人の監査報告書を基礎にして行われるべきである。監査役
は，貸借対照表評価および年度成果について独自の映像を示すことができなければな
らず，また，決算監査人の監査報告書を批判的に評価しなけれぽならない。その際，
監査役のもとには，おそらく会社の業務執行および業務政策についてよりよい認識が
存在し，決算監査人による監査確認とその判断の重要な補足を形成するであろう。決
算監査人が見落した事柄を監査役が知った場合には，彼は，年度決算書訂正のための
手当をしなければならない㈱。
　（3＞監査役監査と決算監査人監査の関係
　監査役が決算監査人の実施した監査（決算監査）をどの程度信頼しうるかという附
題に関して，1937年株式法（旧法）に関する支配的な見解は，次のようであった。す
なわち，監査役は，決算監査人の監査結果を自己の監査の基礎として，帳簿が正確に
つけられていること，および年度決算書が会社の帳簿，目録ならびに証拠書類と一致
していることから出発することができるとする見解である。この点について，監査役
は決算監査によって自己の監査から解放され，特に疑惑への手がかりがない限り，決
算監査の結果の正確性を確かめることを要しないと考えられた。
　現行の1965年株式法に関しては，ある論者は，監査役は，決算監査人による監査結
果を自己の基礎とするが，しかし決算監査人の確認の正確性に対する疑惑に目をつぶ
ることはできないという見解を主張する（Baurnbach－Hueck）。一方，他の論者は，監
査役員は，自分に信頼できると思われる決算監査人の監査報告についても，慎重に徹
底的に吟味することによって，自己の監査義務を遂行すべぎであるとする。そして，
決算監査または監査報告書の内容が監査報告書の内容自体に対する疑惑への手がかウ
を与える場合にのみ，監査役は，この疑惑を追跡しなければならないと説く（Gcdin－
Wilhelrni，　Muze）。
　この問題について，アドラー・デューリング・シュマルツは，特に監査義務の範囲
を判断する際には，決算監査人の監査結果に対する監査役の意見表明を要求する第171
条第2項第2文の規定を無視してはならないとして，次のように自説を展開する。す
なわち，1937年法（第96条第2項）によると，監査役は，決算監査の結果についての
み株主総会に報告すればよかったが，現行法第171条第2項第2文は，いまや，監査役
が，決算監査の結果について意見を述べ，かつ決算監査人の見解を十分に検討すべぎ
ことを要求する。それゆえ，監査役は，決算監査によって決して自己の監査を免除さ
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れるわけではないが，しかし自己監査は，決算監査人がすでに包括的な監査を実施して
おり，かつそれについて監査報告書を作成していることのために，容易にされる，と。
　さらに，アドラー・デューリング・シュマルツによると，その場合に，決算監査人
による監査は，監査役監査よりも大きな監査深度と熟達をもって行われるということ
も考慮されるべきである。それゆえ，監査役が決算監査人の監査報告書の詳細な検討
の後に，かつその人的・専門的資質を考慮して，当該監査が良心的かつ公正に行われ
ており，かつ自己の判断のための十分な基礎になるという点について，納得をえた場
合には，彼は，決算監査人によって確認された事実の再監査を止めることが認められ
るであろう。一方，もしそうでない場合には，監査役は自ら監査を行うか，あるいは
専門家に委任してそれを行わなければならない。
　一般的にいえば，監査役の監査活動の強度と範囲は，決算監査人の監査報告書によ
って影響される。それが経済関係に対する概観をよく保証するほど，監査役は，自己
の監査活動を限定することが可能になる。それゆえ，監査役は，自己の免責を顧慮し
て，決算監査人によって専門的にしてかつ完全な監査報告書が提出されることに重大
な関心を有することになる⑳。
　（4）監査役監査の役割
　ところで，監査役は，決算監査人の作成した監査報告書について実質的な評価を行
う義務を有する。決算監査人が異議を述べた場合，あるいは確認の付記を限定または
拒絶した場合には（167条2項），取締役会および決算監査人との詳細な討議が行われ
るべきである。監査役は，年度決算書，営業報告書および利益処分案の説明前にその
異議を除去することを企てなければならないであろう。それは，彼自ら年度決算書を，
通例の場合には共同確定し（172条），除去されない異議について報告しなければなら
ないために，必要である。時折，取締役会と決算監査人との間に事実確定について争
点がある場合には，監査役自ら，あるいは専門家に委任して帳簿操作および証拠書類
の監査を行うことが必要になるであろう。
　監査役は，簿記には直接反映せず，それゆえ決算監査人には容易に知りえないが，
しかし彼自身は，取締役会からの継続的な報告と，そのすべての重要な意思決定への
参加によって知りうるような事柄や問題，例えぽ，危険引当金の設定のような問題に
注意を向けるであろう。監査役は，決算監査人の監査報告書を慎重に，かつ会社活動
の継続的な監督から生ずる会社の諸事情に関する自己の認識にもとついて吟味しなけ
ればならない。この監査において異常な判断に対するよりどころが生じない場合には，
監査役は自己の監査を，年度決算書の合法性に関する限り，その監査報告書で満足さ
せることができる⑳。　　　　　　　　　　’
　　　4．　現行商法監査制度の分析結果
以上考察したように現行商法監査制度は，一方℃監査役監査に業務監査権
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を与え，その職務を大幅に拡大するとともに，他方で，特に大会社の会計監査
に，公認会計士（または監査法人）監査を導入することによって監査制度の構造
的改革をはかり，また，それに対応して，これらの監査実施のために必要な権
限を強化・拡充しているのである。その結果，株式会社監査制度は，従来に比
べ著しく改善されたことは確かである。
　しかしながら，現行監査制度は，他面，特に監査人の独立性という視点から
みると，いくつかの見逃すことのできない問題点あるいは欠点をいせんとして，
内蔵していることもまfa認めなけれぽならないであろう。そのような問題点と
して，われわれは，特に次の諸点を指摘することができる。
　（1）監査人の独立性を保障するための法的措置が十分でないこと，
　①　監査役の独立性を確保するための明文規定を欠いていること，
　②　会計監査人の任免に関する現行規定には，その独立性を保障するための
　　配慮が不十分であること一特に任免権の取締役会への付与は会計監査人
　　の独立性を侵害するおそれがあること，また，取締役による会計監査人の
　　一方的な選任に関して，それを規制するkめの措置（例えば，西ドイツ株式
　　法やフランス商事会社法にみられるような少数株主の異議申立権・指名権など）か
　　講じられていないこと，さらに，解任に関して，会計監査人の意見陳述の
　　機会など（西ドイツ株式法）が保障されていないことなどが挙げられる。
　（2｝上記の点と関連して，大会社における会計監査の二重構造には，会計監
　　査人の独立性を阻害するような可能性が含まれていること。
　これに加えて，現行法の解釈として，会計監査人監査の範囲が適法性監査に
限定されることにも問題を感じざるをえない。
　大会社における会計監査の二重構造ないしはそれに伴う問題点を解消するた
めには，立法論として，2つの方法が考えられる。第1は，会計監査人に適法
性監査の枠をこえて，適正性監査を行わせるという方策一それこそが公認会
計士監査本来の使命である一であり，第2は，監査役には業務監査のみを行
わしめ，会計監査を会計監査人監査に一本化するという方策である。
　私見によれぽ，現行法が特に大会社の会計監査においてこれら両監査を並存
48　明大商学論叢 （238）
させている趣旨を積極的に受けとめ，かつまた会計監査人監査導入の本来の趣
旨を尊重するならぽ，第1の方策がとられるべきであり，これこそ会計監査の
二重構造のもつメリットを生かす最善の方法であると考えられる。したがって，
もし現行法上，会計監査人に適正性監査を行わせることには無理があるとする
と，それを可能ならしめるために現行法の改訂が提起されなけれぽならないで
あろう。
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皿　「株式会社の機関に関する改正試案」における
　　監査制度改正の方向と問題点
　　1．　計算書類の確定問題
すでに冒頭において述べたように，この「試案」は，まず第1に，株主総会
の権限に関連して，特に会計監査人による監査を受ける会社においては，計算
書類（貸借対照爽損益計算書および営業報告書を含む）は，会計監査人および監査
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役の適法意見があるときは，株主総会の承認を要しない（ただし，その内容は株
主総会は報告することを要する）こととし，会計監査人および監査役の適法意見を
条件として，計算書類の確定権を株主総会から取締役会に移行することを提案
している。この提案は，「試案」を貫くきわめて特徴的なものであると考えられ
る。なお，会計監査人による監査を受けない会社については，従来どおり，計
算書類の承認・確定は株主総会によって行われるものとされ，また，利益処分
は，そのいずれの会社の場合にも，株主総会の権限とされる。
　このように，「試案」において，特に会計監査人による監査を受ける会社に
おいて計算書類の承認・確定の権限を株主総会から取締役会に移行さぜる根拠
は，「試案」関係者によると，次のように説明される。すなわち，「計算書類の
確定は，専門的技術的性質をもつ事実の確定であり，経理内容が複雑で利害関
係人が多い大規模会社の株主総会で討議するのにふさわしいものではないω」。
　この点を，（「試案」作成の基礎となった）法制審議会商法部会における論議を
参照して，敷衛すると，次のようになる（2）。
　（1）計算書類の確定は，基本的には，専門的技術的性質をもつ事実の確定であ
る。したがって，大会社の株主総会において，そのような性質をもつ会計処理
について討議が行われ，それについて正しい結論に到達することを期待するこ
とは困難である。また，計算書類について，株主が監査役や会計監査人以上に
会計処理を批判するための能力や資料をもつことは考えられない。
　②なるほど，計算書類の作成および確定は，完全に一義的なものではなく，
正当と考えられる会計処理の方法がいくつか存在し，そのいずれの方法による
かについて主観的ないしは政策的判断を必要とすることもありうる。そのため，
そのような主観的・政策的判断を現行法のように株主総会の権限とすることも
十分考えられる。しかし，そのような聞題点は，計算書類全体の中に埋没して
しまって，個々の争点としては明らかにされず，説明もされることはない。し
たがって，株主は，取締役が作成し，そして会計監査人や監査役が適法意見を
表明した計算書類を全体として承認せざるをえないことになり，ただ株主総会
で承認されたという結果だけが残ることになる。
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（3）そこで，計算書類の確定は，すべて専門家に責任を負わせ，かつ，その専
門家について選任権・解任権をもつということを通してコントロールした方が
よりよい結果をもたらすのではないかと考えられるわけである。
　なお，外国の立法例をみても，西ドイツ株式法には原則的にこれと同じ趣旨
の規定がみられる。また，アメリカでも，模範商事会社法や各州会社法の多く
では，計算書類の確定について明文規定はみられないが，取締役会が確定の権
限をもつことを前提とし，利益配当は取締役会がこれを決定することとしてい
る。さらに，近年における会社法の動向の中で注目される「ヨーロッパ株式会
社法草案」にも，同じような規定が見受けられる③。
　上述のような「試案」にみられる計算書類の確定権の取締役会への移行の是
非については，これまでも，商法学者の間で論議がなされてきた。確かに，比
較的多くみられる見解は，さきに紹介したように，計算書類の確定は一定の専
門的技術的知識を必要とするために，公認会計士の監査証明を前提として，こ
の提案を支持するように思われる（4）。しかし，なかには，田中誠二教授のよう
に，「計算書類の確定は，株主にとって重大な利害関係があり，また種々の弊
害の生ずる根源であるから，やはり総会の承認を要するとした方がよいのでは
ないと思う（5｝」と説く方もおられ，現在のところまだ必ずしも意見の一致がみ
られるような状況ではない。この問題の決着は，結局は，この方面の専門家の
手に委ねざるをえないとしても，ここでは，ただひとつ，会計に直接関係する
下記の点をいま一度吟味することの必要性を提起し，かつそれとの関連におい
て，1つの疑問を提出しておきたいと思う。
　それは，一体，現行商法が計算書類の確定を株主総会の権限としているのは
何故か，その趣旨ないし理由はどこにあるか，またそのような趣旨はさきに示
した「試案」における新しい提案の中に何らかの形で採り入れることができる
かどうかという点である。
　鈴木竹雄教授によると，現行商法が計算書類の承認・確定を株主総会の権限
としている趣旨は，次のように説明される⑥。
　　（1）計算書類を資料として株主に取締役の経営手腕や経営能力を評価する
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　機会を与え，彼らに経営を委ねるべきか否かを判断させるためであり，かつ
　　②　それを通して，取締役を監督する機会を与えるためである。
　これを要するに，現行法における株主総会による計算書類の承認・確定権は．
株式会社の究極的な所有主たる株主の地位から派生する，取締役の業務執行を
会計をとおして最終的に監督する権利を内容とするものであると解されるので
ある。したがって，それは，計算書類の修正権をも含むものと考えることがで
きる（7）。とすれぽ，このような株主権に密着した取締役に対する最終的な監督
権が，「試案」で述べられているように，独立した職業専門家としての会計監査
人および監査役の適法意見を条件として，はたして取締役会に移行しうるもの
であるかどうか，またたとえ移行しうるとしても，それが一体どのような形で
保障されるのかというような疑問が生じざるをえないであろう。「試案」では，
このような計算書類の修正権をめぐる諸問題がどのように取り扱われるかは必
ずしも明らかではない。今後の論議の中で，これらの点が明確にされることが
期待されるゆえんである。
　2．　会計監査人の独立性の強化に関する提案
　さて，「試案」は，上述のような問題を含みながらも，会計監査人および監
査役の適法意見を条件として，計算書類の確定権を株主総会から取締役会に移
行する旨を提案しているが，その結果，会計監査人および監査役による監査，
特に外部の独立した第三者であり，かつ職業的専門家である会計監査人による
監査が現在以上に重要なものになってくることは明らかである。
　このような認識にもとついて，「試案」は，会計監査人の取締役に対する独
立性を強化し，会計監査人が株主総会に代って計算書類の正確性・適法性を監
査するという使命を十分にはたしうるために，特に会計監査人の選任に関し，
従来からとかく批判のあった取締役会による選任を改めて，新しく株主総会が
選任するものとし（第一，一・’・　2），かつその総会へ提案される候補者は，監査役
の過半数の合意により指名されることとしている（同注②・第三，三1）（注）。
　・（注）さらに，「試案」は，会計監査人の独立性保持のために，その任期，解任および
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　報酬についてどのような配慮が必要かは会社の計算の問題とともに検討される（（注）
　（1））として，これらの点についても，検討の必要性を明らかにしている。
　ところで，このような会計監査人の株主総会による選任のための提案は，会
計監査人は，株主の利益のために，彼らに取締役の会計業務を監査するという
立場を従来よりも一層明確にしたものであり，その意味で，1つの重要な改善
であると評価できるであろう。
　また，会計監査人の選任に関する監査役の指命権について，「試案」関係者
は，次の2点をその根拠として示している（8＞。（1）会計監査人の候補者の選任を
取締役ないし取締役会に任せると，事実上取締役が会計監査人の独立性の保持
のために望ましくないこと，および（2〕監査役と会計監査人との間に協力が必要
なことをも配慮していることの2点である。
　確かに，それ自体は納得しうる点ではある。しかし，それと同時に，監査役
が会計監査人の指命権をもつことになると，後ほど考察するように，「試案」に
みられる一連の監査役の権限強化のための措置を考慮に入れた場合，会計監査
人と監査役との地位および権限のバランスが現行法以上にくずれ，会計監査人
の監査役に対する従属の度合が強くなるのではないかという懸念が生じざるを
えない。それは，さらに，監査役の取締役からの独立性を確保するための措置
が確立されてない限り，結局において，本来は独立した第三者たるべき会計監
査人の取締役に対する従属をおし進めることになりはしないだろうか。特に会
計監査の二重構造が従来のまま温存される以上，このような疑問が生じざるを
えないのである。
　3．監査役制度の強化に関する提案
　次に，「試案」は，監査役制度の積極的な強化・拡充を企てている。それは，
下記のようにきわめて多面にわたっている。
　　　　1．　複数監査役制の採用による組織的な監査体制の充実
　（1）複数監査役と常勤監査役制
　一定規模以上の会社（「試案」では，会計監査人による監査を強制される会社とされ
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ている）について，複数の監査役を置くことが強制され，かつそのうちの1名
以上は常勤者とすることが要求される（第三，二a）。この場合に，常勤者の指定
は，監査役の過半数の合意によるものとする。このように，「試案」は複数の
監査役制を提案しているが，「監査役会」という合議体の機関を設けることは
考えていない。それは，監査役は独任制の機関であり，監査役は各自が自己の
責任において監査業務を遂行するものであるという立場をとっているからであ
る⑨，といわれる。
　②　社外監査役制
　また，監査役のうち1名以上は，いわゆる社外監査役であることを要する。
社外監査役は，「試案」関係者によると，その就任前の一定期間（たとえぽ5年
間），会社の代表取締役，法定権限以外の職務を担当した取締役または使用人す
なわち会社の業務執行に携わった者以外の者であることを要求される。したが
って，取締役会にのみに出席していた非常勤の取締役は社外監査役になりうる
といわれるeo「。このような社外監査役設置の目的は，監査役の独立性を保障し，
かつ監査意見の客観性を確保しようとすることにあるao。なお，これは，今日，
アメリカで注目されている「監査委員会」設置への一歩であるとみることがで
きる（t2｝。
　（3）職務の分担と相互監視義務
　さらに，「試案」は，複数の監査役の間で，全員の合意により，その職務を
分担することができるとしている。ただし，監査の結果についての意見または
報告は分担することはできず，各監査役が自己の責任において判断を行わなけ
れぽならない（第三，一・）。
　そして，このように職務が分担された場合には，監査役は他の監査役がその
分担する職務の執行を適正に行っているかどうかについて注意をしなければな
らない（同b）。
　　　　2．　上述のような組織的な監査体制にもとつく，監査役の情報収集能
　　　　　　力の強化等
　｛1）会計監査人に対する報告徴収権
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　「試案」は，監査役は，その職務上必要があるときは，会計監査人に対し，
その監査結果の報告をもとめることができるとしている（第三，三2a）。
　これは，会計監査人との連係の強化，情報収集能力の強化および期中監査の
充実をはかる趣旨から提案されたものであり⑬，中間財務諸表監査の実施に伴
う会計監査人による期中監査の強化に対応するためのものである。
　なお，現行監査特例法第13条第3項の監査報告書についての説明請求権も，
理論的にはこの一般的報告請求権に含まれるといわれるqの。
　（2）使用人に対する報告請求権
　さらに，「試案」によると，監査役は，いつでも，会社の使用人に対し，必
要な報告をもとめることができる（同b）。この権限は，現行法の解釈上も監査
役の取締役に対する報告微収権（商法274条2項）から当然に派生するものと考
えられるが，「試案」はこれを解釈に委ねず，明文化しようというものである個。
　（3）取締役会の招集権
　「試案」は，監査役は，取締役の職務の執行が法令また定款に違反すると認
めるときは取締役会を招集することができるとしている（第三，三4）。この権
限は，「試案」において提案されている取締役会の取締役に対する監督権限の
強化に対応するものである。なお，これは，昭和49年改正の際にも提案された
が，実現に至らなかったものである㈹。
　㈲　経営委員会への出席権・発言権
　「試案」は，新しく経営委員会の設置一いわゆる「常務会」の法制化一
を提案しているが，その設置を前提として，監査役に，経営委員会に出席して
意見を述べる権限を与えることを提案している（第三，三3）。
　　　　3．監査役の独立性強化のための提案
　監査役の独立性を強化するための措置として，「試案」は特に次の2点を提
案している。
　（1）監査役の資格
　「試案」は，監査役の資格要件（欠格事由）として，取締役に要求されるのと
同じものを定めている（第三，五）。それは，もっぱら取締役の資格とのバラソ
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スを考慮してのことであると説明されるaの。
　そのため「試案」における資格要件は，広い意味での財産管理能力の欠如を
中心に定められている㈹にすぎず，取締役に対する独立性という点は特別考慮
されていない。
　　　●
　②　監査役の報酬等
　「試案」は，監査役の受けるべき報酬の額は，取締役の受けるべき報酬の額
とは別に，株主総会が決定することとしている（第三，六1a）。この提案は，
監査役の独立性を報酬の面からも保障しようとするものである。なお，これは，
昭和49年の改正の際にも提案されていたが，実現をみなかったものである⑲。
　また，「試案」は，株主総会において監査役の報酬を決定する際に，監査役
に意見を述べる権利を与えることにしている（同c）。
　（1）元木伸・稲葉威雄稿「株式会社の機関に関する改正試案の概要」ジュV．スト，686号，66頁。
　②稲葉威雄稿「（株式会社の機関に関する改正試案の解説②）株主総会一株主総会の権限｛i）」
　　商事法務825号，35頁参照。
　（3）「ヨーPッパ株式会社法草案」（Vorschlag　einer　Verordnungs　des　Rates　ttber　das　Statut
　　fttr　Europaische　Aktiengesellschaft）（1970年6月30日公表，1975年5月13日修正）は，これ
　　について，次のように規定している。
　　　「第213条
　　1．　年度決算書および状況報告書は，取締役会および監査役会により，共同の会議においてであ
　　るが，しかし特別の表決をもって確定される。
　　2．　監査役議長の要請により，決算監査人は，年度決算書および状況報告書の確定が行われる監
　　査役会会議に審議権をもって出席する。」
　　　ただし，監査役会と取締役会が年度決算書の確定について一致しないときは，年度決算書は株
　　主総会により確定される（214条1項）。
　　　なお，同理由書は，この規定の趣旨を次のように説明している。「この点について，株主総会
　　は一般に過大な要求を負わされている。一体，それは減価償却や価値修正が正しく行われたか否
　　かをどのように判断すぺきか。その場かぎりの株主総会の構成は，年度決算書の確定の際に生ず
　　るあれやこれやの問題について決定を下すのにほとんど適当ではない。さらに，数百の株主（株
　　式分散の進んだより大ぎな会社における数千の株主ではないとしても）の間でそれらについて討
　　議することはほとんど不可　である」と。
　　　これらを含め，本法における計算規定（ただし，1970年の草案によっている）については，拙
　　稿rrヨーロッパ株式会社法草案』の計算規定について」　（1）～〔4），会計104巻3号～4号を参照さ
　　れたい。
（4）なお，会計学老の間で，この提案を，特に監査制度の強化を前提として，支持される代表的論
　　者として，江村稔教授が挙げられる。例えば，江村稔稿「監査制度の強化」商事法務，825号参照。
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（5）田中誠二著r会社法詳論（下）』昭和46年，618頁～619頁参照。
｛6）鈴木竹雄i著r会社法』172頁。なお，星川長七稿「決算承認総会での修正権」商事法務，766号，
　409頁参照。
（7）例えば，服部栄三稿「計算書類の承認」『注釈会社法（6）』所収，40頁参照。
⑧　元木伸・稲葉威雄稿「前掲稿」76頁。
（9）稲葉威雄稿「（株式会社の機関に関する改正試案の解説q3））監査役一職務執行の構成」　商事
　法務836号，33頁。河本一郎稿「（株式会社の機関改正試案）監査役」，ジュリスト，686号，59頁。
⑩～qD　元木伸・稲葉威雄稿「前掲稿」76頁。
⑫　これについては，例えば，次の文献参照。大野公義稿「アメリカの監査委員会の制度と機能」
　産業経理，39巻7号。なお，SECのウィリアムス委員長によると，監査委員会の効用として，①
　会社財務報告の信頼性と権威を高めること，②外部監査人の経営者に対する独立性を高めること，
　③財務担当経営者の見地からは，財務統制と報告の改善に役立つこと，および④内部監査人の監
　査結果を取締役会に直接伝達することを可能ならしめることの4点が指摘される。Harold　rv［．
　Willia皿s；Audit　Committees－The　Public　Sector’s　View，　Journal　of　Accountancy．　Sep－
　tember　1977，　pp．72～73．
⑬　稲葉威雄稿「（株式会社の機関に関する改正試案の解説a4）監査役一権限・責任・資格・報
　酬等」商事法務，837号，9頁o
a4　河本一郎稿「前掲稿」62頁。
㈲　稲葉威雄稿（注a3）に示した）「前掲稿」10頁。河本一郎稿「前掲稿」62頁。
㈲～⑲　稲葉威雄稿（注⑬に示した）「前掲稿」11頁～14頁。
N　「試案」における商法監査制度改正案の評価
　　　　　　　　一むすびに代えて一
　以上考察したように，「試案」は，計算書類の確定権を，会計監査人および監
査役の適法意見がある限り，株主総会から取締役会へ移行することを前提とし
て，一方で，それと引き換えに，会計監査人の選任権を，監査役の過半数の合
意による候補者の指名のもとで，株主総会に付与し，会計監査人の独立性の確
保という点において一定の改善をはかるとともに，他方，特に複数監査役の採
用による組織的な監査体制の充実と，それにもとつく監査役の情報収集能力の
強化などの面で，かなり広範にわたり監査役監査の充実・強化を提案している。
また，監査役の独立性についても，一定の措置（社外監査役の設置，監査報酬など）
を講じている。その意味では，「試案」は，現行株式会社監査制度一特に大
会社監査制度一のきわめて大幅な改訂を推進するものと評価できるであろう。
